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1 はじめに
2009 年 6 月 22 日, 公正取引委員会は株式会社セブン‐イレブン・ジャパンに対し, 独占禁





に対し, 見切り販売の取りやめを余儀なくさせ, もって, 加盟者が自らの合理的な経営判断に基
づいて廃棄に係るデイリー商品の原価相当額の負担を軽減する機会を失わせている｣ ということ
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1 ) ｢株式会社セブン‐イレブン・ジャパンに対する排除措置命令について｣
http://www.jftc.go.jp/pressrelease/09.june/09062201.pdf
2 ) ｢排除措置命令の受け入れについて｣ http://www.sej.co.jp/corp/news/2009/pdf/080502.pdf
要 約
この研究ノートでは, ロスチャージ問題をモラルハザードの観点から検討するため, 単純なモデ
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排除措置命令そのものは, あくまで加盟店の見切り販売に対するフランチャイズ本部の制限の
違法性に関する問題であり, 流通の理論における ｢再販売価格維持行為 (Resale Price
Maintenance, RPM)｣ の議論に相当する. しかし, なぜフランチャイズ本部が定価販売にこだ
わるのかその動機を考える場合, セブン‐イレブンが設定している, 俗に ｢ロスチャージ会計｣
と呼ばれる特殊な会計方式の問題点を検討する必要がある. これは消費期限・賞味期限のある商
品の廃棄ロス原価や棚卸ロス原価をチャージの対象とし (これを ｢ロスチャージ｣ と呼ぶ), 廃
棄などに関する損益をすべて加盟店の負担とする制度である. このようなロスチャージ会計の仕
組みは次のように説明できる. 小売価格を, 卸売価格を, 発注量を, 発注量のうち実際に
販売された量 (需要量) をとする. ロスチャージ会計では, フランチャイズ本部は売上額よ
り売上原価を引いたものに一定の率のロイヤルティを課すので, その対象は,
－＝ (－) ＋(－) (1)
のように変形できる. もし, 売れ残りが生じると (＞), この第 2 項が正となり, (販売費





による訴訟にまで発展した (いわゆる ｢ロスチャージ裁判｣). この裁判は, 2005 年 2 月 24 日,
ロスチャージを不当利得とした東京高裁の判決により加盟店側の勝訴となったが, その後上告さ













3 ) ｢平成 17 (受) 957 不当利得返還請求事件判決｣
http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20070611112940.pdf
2 モデル
フランチャイズ本部がチェーン加盟店に対して RPM と発注量強制 (Quantity Forcing, 以
下 QF) を指導できるようなコンビニエンスストアチェーンを考える. 単純化のために, 需要の




状態がとなる確率をθ() ＝α	(1＋α) としよう. (αは正のパラメータ. よって, θ'＞
0, θ''＜0.) つまり, 努力水準が 0であれば確率 1で悪い状態が発生するが, 努力をすればする




＞0) とする. ここで, 




まず, ベンチマークとして, フランチャイズ本部 (フランチャイザー) と加盟店 (フランチャ
イジー) が垂直的に統合された形態である ｢直営店｣ の問題を考える. ここで本稿では, コンビ




ように一意に決定される. 次に, コンビニエンスストアでは, 商品の売り切れが消費者の評判を
損ねるとされ, 極力欠品を避ける傾向がある. そこで, 発注量は需要の良い状態に合わせて決定
されると仮定する. この 2つの仮定により, モデルは非常に簡単なものとなる.
直営店は, 製造業者あるいは卸売業者の課す卸売価格を所与として, θ()() ＋
(1－θ ())() －－
() を最大化するように小売価格を設定する. 内点解の存在
を仮定し, 最適小売価格を* としよう. すると, 発注量* は(*) の水準で決まる. こ
こで, *(*) －* ＞ 0 を仮定する.
企業の期待収入を
() ≡θ ()() ＋ [1 －θ ()]()
＝θ ()＋ [1 －θ ()]() (3)




max () －－() (4)
＞－0
内点解が存在するとすれば, () ＝() を満たすように最適努力水準が決まる.
2.2 フランチャイズ取引 (ロスチャージを使わない場合)
次に, フランチャイズ本部が (地域的な) 独占者である加盟店と契約を結ぶようなフランチャ
イズ取引を考える. 現実のコンビニエンスストアチェーン取引を考慮して, ここでは, 小売価格
と発注量がフランチャイズ本部によって決められるものとしよう. つまり, 加盟店は販売努力の
水準を決定するだけである. フランチャイズ本部は何らかの理由でフランチャイズ料を課すこと
ができず, 加盟店の粗利潤 (売上利益) に対して一定率 t のロイヤルティを課して, それのみ
徴収する4). フランチャイズ本部は, チェーン全体の利潤を最大化するように小売価格を設定す
るとしよう. すると, 小売価格, 販売量が直営店と同じ水準となり (	
), 期待収入は上と
同じ() となるので, フランチャイズ本部の問題は,
max [() －] (5)
∈[0, 1]
s. t. max (1 －) [() －] －(), (6)
＞－0
(1 －) [() －] －() ＞－ 0. (7)
となる.
フランチャイズ本部が加盟店に対してフランチャイズ料を課さないという設定のもとでは, 明
らかに＝ 0は解ではない. したがって, 加盟店の努力に関する最適問題は, ∈ [0, 1] に対し
て次のように場合分けできる.
＝ 1 の場合. 加盟店は粗利潤() －* をすべてフランチャイズ本部に徴収される一
方, 販売コスト() は負担しなければならないので, 努力水準は 0 まで引き下げられる.
(ここで, (0) ＝ 0.) したがって, θ (0) ＝ 0 より, 収入は, (0) ＝	(	
) とな
り, フランチャイズ本部の利潤は(0) －* となり, 加盟店の利潤は 0となる.
＜ 1 の場合. (0) －* ＞ 0 であることより＞ 0 で内点解が保証されるので, 加盟
店は (1 －) [() －] －() をに関して最適化する (図 1－上を参照). この解
を() で表すと (＜ 0), フランチャイズ本部は [(()) －*] をに関して最
適化する. (このときのをとする.)
つまり, フランチャイズ本部は, ロイヤルティ率を 1 にして加盟店の収入をすべて徴収
する代わりに加盟店の販売努力が 0に設定され, モラルハザードが最大になるのを認めるか, 
適当なシェアを加盟店にも与えつつ, 正の努力を引き出すか, の 2つの選択肢を持つことになる.
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4 ) ここで, 一括的なフランチャイズ料を課すことができる場合はファーストベスト解が達成できること
は, 流通の理論ではよく知られている. 例えば, 丸山 (2003) を参照.
そのどちらが選ばれるかはフランチャイズ本部の利潤の大きさ次第であるが, 努力コストが大き
ければ大きいほどよりもが選ばれる可能性が高くなる. 一方, の場合, 最適な努力水
準≡() は明らかにファーストベスト解よりも小さくなる (図 1－左下を参照). つまり,
命題 1 フランチャイズ料を課さない制約の下で, ロイヤルティのみを課すフランチャイズ








最適小売価格は上と同じとなり, 発注量はとなる. 式で見たように, 売れ残り (－
() ＞ 0) が発生した場合は, 加盟店はこの原価に対してもロイヤルティを支払わなけれ
ばならない. これは確率 1－θ() で起きるので, その期待額は (1－θ ())	[－ (
)] である. したがって, フランチャイズ本部の問題は,
max [
() －	＋	Φ ()] (8)
∈[0, 1]
s. t. max (1 －) [
() －	] －	Φ () －(), (9)
＞－0
(1 －) [
() －	] －	Φ () －() ＞－ 0. (10)
となる. ただし, Φ() ≡ [1－θ ()] [－()] とする (Φ' ＜0, Φ'' ＞ 0, Φ (0) ＞ 0).
前節の結果と比較することにより, ロスチャージの役割は以下のようにまとめられる.
命題 2 フランチャイズ本部が加盟店に対してフランチャイズ料を課すことはできないが,
RPMと QF を課すことができる場合, ロスチャージを課すことによって, (i) 最適努力水
準 () が 0 になる可能性はなくなる, (ii) 最適努力水準 () はファーストベスト解に
は達しないが, ロスチャージを課さない場合より改善する (＜＜).
この命題の (i) は＝ 1 を課すことができないことから来ている. つまり, 粗利潤をすべて
徴収されるならば, 努力水準を 0にしても－	Φ (0) －(0) ＜ 0 となり, 参加条件を満た












前節の議論では, フランチャイズ本部が RPM を行使し, 加盟店が小売価格を設定すること
はできなかった. 実際のコンビニエンスストアで扱われている商品のほとんどがチェーン間で差
別化されないものであるので, この設定は現実的なものに思われる5). しかし, 一部の商品 (弁
当, 飲料, 惣菜類など) は消費期限・賞味期限が設定されており, 廃棄リスクが高く, ロスチャー
ジによって加盟店が負担する不利益は大きい. 実際, 今回の公取委の排除命令の背景にあったも
のは, 加盟店が廃棄コストを削減するために値引き販売に踏み切ったことに対するフランチャイ









によれば, 見切り販売による弊害として ｢一物二価となることによる客の不信感｣ ｢ブランドイ







とになるが, これはフランチャイズ本部が避けたいことである. 現実にどの程度, フランチャイ































請するのは, 激しいチェーン間の競争の中で ｢品切れがない｣ というブランドイメージを確立す
るためだと考えられる. しかし, 社会的な経済厚生を考えた場合, 消費されることのない商品が
リスクヘッジの目的のためのみに生産され廃棄されることは明らかに非効率的だと言えるだろう.
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